
別表１（第２条関係） 

事業名 補助対象事業(要件) 補助対象経費 補助額 

自家消費

型（FIT売

電可）住

宅用太陽

光、蓄電

設備設置

事業 

町民が町内に設置される

住宅用太陽光・蓄電設備の

設置に要する費用につい

て補助金を交付する事業

で、次の要件に該当するも

の 

(1) 補助対象経費が住宅

用の太陽光発電設備（発

電出力が２kW以上のも

のに限る。）及び住宅用

の蓄電設備を同時に設

置する経費であること。 

(2) 住宅用太陽光・蓄電

設備の１設備ごとの補

助金の算定について、次

の要件を満たすこと。 

ア 住宅用の太陽光発電

設備の補助額について、

太陽電池モジュールの

公称最大出力値に1kW当

たり10千円以上の金額

を乗じて得た額にして

いること。 

イ 住宅用の蓄電設備の

補助額について、蓄電容

量に1kWh当たり15千円

以上の金額を乗じて得

た額としていること。 

ウ アにおいて太陽光電

池モジュールの公称最

大出力値に乗じる金額

は１ｋW当たり10千円を

超える金額としている

こと又はイにおいて蓄

電容量に乗じる金額は

１ｋW当たり15千円を超

える金額にしているこ

と。 

エ ア、イ及びウにより算

定した補助額が、住宅用

太陽光・蓄電設備の１設

備ごとの設置に要する

補助対象事業

に要する経費 

以下の(1)と(2)を加えた

額以内の額 

(1) 補助対象事業につ

いて、設置された住宅

用の太陽光発電設備の

太陽光電池モジュール

の公称最大出力に１kW

当たり10千円を乗じて

得た額（40千円を超え

るときは、40千円）に

一律5千円を加算した

額 （1千円未満切捨て） 

(2) 補助対象事業につ

いて、市町村が補助金

を交付した事業におい

て設置された住宅用の

蓄電設備の蓄電容量に

１kW当たり15千円を乗

じて得た額（90千円を

超えるときは、90千円）

（1千円未満切捨て） 



費用の２分の１を超え

るときは、その設置に要

する費用の２分の１以

内の額とすること。 

(3) 設置される設備が、

各種法令等に準拠した

設備であること。 

(4) 設置される設備が、

商用化され、導入実績が

あるものであること。 

(5) 設置される設備が、

中古設備でないこと。 

(6) 設置される設備が、

PPA又はリースにより導

入される設備でないこ

と。 

自家消費

型（FIT売

電不可）

住宅用太

陽光・蓄

電設備設

置事業 

町内に設置される住宅用

太陽光・蓄電設備の設置に

要する費用について補助

金を交付する事業で、次の

要件に該当するもの 

(1) 補助対象経費が住宅

用の太陽光発電設備（発

電出力が２kW以上のも

のに限る。）及び住宅用

の蓄電設備を同時に設

置する経費であること。 

(2) 住宅用太陽光・蓄電

設備の１設備ごとの補

助金の算定について、次

の要件を満たすこと。 

ア 住宅用の太陽光発電

設備の補助額について、

太陽電池モジュールの

公称最大出力値に1kW当

たり20千円以上の金額

を乗じて得た額にして

いること。 

イ 住宅用の蓄電設備の

補助額について、蓄電容

量に1kWh当たり30千円

以上の金額を乗じて得

た額としていること。 

ウ アにおいて太陽光電

国実施要項別

表第1（交付対

象事業費 :設

備整備事業）

に定められた

事業費 

以下の(1)と(2)を加えた

額以内の額 

(1) 設置された住宅用

の太陽光発電設備の太

陽光電池モジュールの

公称最大出力に１kW当

たり20千円を乗じて得

た額（80千円を超える

ときは、80千円）に一

律5千円を加算した額 

（１千円未満の端数は

切り捨て） 

 (2) 設置された住宅用

の蓄電設備の蓄電容量

に１kW当たり30千円を

乗じて得た額（180千円

を超えるときは、180

千円）（１千円未満の

端数は切り捨て） 

 

 



池モジュールの公称最

大出力値に乗じる金額

は１ｋW当たり20千円を

超える金額としている

こと又はイにおいて蓄

電容量に乗じる金額は

１kW当たり30千円を超

える金額にしているこ

と。 

エ ア、イ及びウにより算

定した補助額が、住宅用

の太陽光発電設備及び

住宅用の蓄電設備の１

設備ごとの設置に要す

る費用の２分の１を超

えるときは、その設置に

要する費用の２分の１

以内の額とすること。 

(3) 設置される設備が、

各種法令等に準拠した

設備であること。 

(4) 設置される設備が、

商用化され、導入実績が

あるものであること。 

(5) 設置される設備が、

中古設備でないこと。 

(6) 設置される設備が、

PPA又はリースにより導

入される設備でないこ

と。 

(7) 法定耐用年数を経過

するまでの間、交付対象

事業により取得した温

室効果ガス排出削減効

果について J-クレジッ

ト制度への登録を行わ

ないこと。 

(8) 設置される住宅用の

太陽光発電設備につい

て、地域脱炭素移行・再

エネ推進交付金実施要

領(令和４年３月 30日

環政計発第2203303号制

定。以下「国実施要領」

という。) 別紙２地域脱



炭素移行・再エネ推進交

付金交付対象事業とな

る事業（重点対策加速化

事業）２．交付対象事業

の内容ア屋根置きなど

自家消費型の太陽光発

電(ア) 太陽光発電設備

（自家消費型）に定めら

れている交付要件を満

たすこと。 

(9) 設置される住宅用の

蓄電設備について、国実

施要領別紙２地域脱炭

素移行・再エネ推進交付

金交付対象事業となる

事業（重点対策加速化事

業）２．交付対象事業の

内容ア屋根置きなど自

家消費型の太陽光発電

(イ)蓄電池に定められ

ている交付要件を満た

すこと。 

 (10) 設置される設備に

関して、国が交付する他

の補助金の交付を受け

ていないこと。 

高効率給

湯機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民が町内に設置される

高効率給湯機器の設置に

要する費用について補助

金を交付する事業で、次の

要件に該当するもの 

(1) 補助対象経費が、別

表１又は別表２に定め

る補助事業と同時に住

宅用の高効率給湯機器

を設置する経費である

こと。 

(2) 高効率給湯機器又は

コージェネレーション

システムの１設備ごと

の補助金の算定につい

て、設置に要する費用の

２分の１以内の額とし

ていること。 

(3) 設置される設備が、

国実施要項別

表第1（交付対

象事業費 :設

備整備事業）

に定められた

事業費 

以下の額 

(1) 高効率給湯機器の

設置に要した費用から

算出した補助額（30万

円を超えるときは、30

万円） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種法令等に準拠した

設備であること。 

(4) 設置される設備が、

商用化され、導入実績が

あるものであること。 

(5) 設置される設備が、

中古設備でないこと。 

(6) 設置される設備が、

リース設備でないこと。 

(7) 設置される高効率給

湯機器について、従来の

給湯機器等に対して30%

以上省CO2効果が得られ

るもの。 

(9) 設置される設備に関

して、国が交付する他の

補助金の交付を受けて

いないこと。 

 

高効率給

湯機器・

コージェ

ネ レ ー

ションシ

ステム設

備設置事

業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

町民が町内に設置される

コージェネレーションシ

ステムの設置に要する費

用について補助金を交付

する事業で、次の要件に該

当するもの 

(1) 補助対象経費が、に住

宅用コージェネレー

ションシステムを設置

する経費であること。 

(2) 補助対象経費が、別表

１又は別表２に定める

補助事業と同時に住宅

用コージェネレーショ

ンシステムを設置する

経費であること。 

(3) コージェネレーショ

ンシステムの１設備ご

との補助金の算定につ

いて、設置に要する費用

の２分の１以内の額と

していること。 

(4) 設置される設備が、

各種法令等に準拠した

国実施要項別

表第1（交付対

象事業費 :設

備整備事業）

に定められた

事業費 

以下の(1)又は(2)の額 

(1)  コージェネレー

ションシステムの設置

については5万円  

 (2) コージェネレー

ションシステムの設置

に要した費用から算出

した補助額（80万円を

超えるときは、80万円）

に5万円を加算する  

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設備であること。 

(5) 設置される設備が、

商用化され、導入実績が

あるものであること。 

(6) 設置される設備が、

中古設備でないこと。 

(7) 設置される設備が、

リース設備でないこと。 

(8) 設置される高効率給

湯機器について、従来の

給湯機器等に対して30%

以上省CO2効果が得られ

るもの。 

(9) 設置されるコージェ

ネレーションシステム

について、都市ガス、天

然ガス、LPG、バイオガ

ス等を燃料とし、エンジ

ン、タービン等により発

電するとともに、熱交換

を行う機能を有する熱

電併給型動力発生装置

又は燃料電池であるこ

と。 

 (9) 設置される設備に

関して、国が交付する他

の補助金の交付を受け

ていないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２（第４条関係） 

 

補助対象事業 添付書類 

自家消費型住

宅用太陽光・蓄

電設備設置事

業 

（１）太陽光発電・蓄電設備が確認できる写真及び配置図 

（２）蓄電設備の形式、規格、蓄電容量など仕様がわかる書類

の写し 

（ （３）回路図（常時住宅用太陽光発電システムと接続し、同シ

ステムが発電する電力を充放電できることがわかる書類）

の写し 

（４）太陽光発電・蓄電設備設置の契約書の写し 

（５）太陽光発電・蓄電設備設置の設置費用が詳細に確認でき

る領収書の写し 

（６）電気事業者との電力受給契約書の写し 

(FIT 売電可の場合) 

（７）電力消費計画書（ FIT 売電不可の場合） 

（８）町税等の納付状況及び住民基本台帳の確認同意書 

（９）その他町長が必要と認める書類 

 

高効率給湯機

器・コージェネ

レーションシ

ステム設備設

置事業 

（１）設備のカタログ・仕様書 

（２）設備が確認できる写真及び配置図 

（３）性能比較計算表 （高効率給湯機器のみ）  

（４）その他町長が必要と認める書類 


